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1. 研究の目的と背景 

東日本大震災を教訓に、平成 23 年 12 月に制定された

「津波防災地域づくりに関する法律」に基づき、津波被

害が想定される市町村では地域の実情に応じた津波防災

地域づくり推進計画（以下、「推進計画」とする）の作成

と対策が急務である。しかし、国土交通省の調査では、

計画未作成の市町村の一部が「計画の具体的なイメージ

がわかない」「メリットがわからない」といった理由で計

画作成に至っていない現状が判明した。このため、住民

との連携や納得を得る実践的な知見の提供、さらに他自

治体が参考にできる事例の蓄積が重要とされている。 

 本研究では、津波防災地域づくり推進計画の特性を明

らかにするとともに、静岡県伊豆市を対象として、津波

防災地域づくり推進計画の実態を把握し、以下の点に焦

点を当てて調査を行う。 

(1)計画の実態について 

・住民の合意形成のプロセス 

・制度を活かしたまちづくり 

・計画策定および区域指定後の影響 

・住民参画と行政のアプローチ 

(2)行政の役割について 

これらの観点から、計画策定過程における具体的なプ

ロセスや影響を把握することを目指し、今後推進計画の

策定や津波災害(特別)警戒区域指定を進める市町村に対し

て、実践的な防災対策を進めるための知見を得る。 

2. 津波防災地域づくり推進計画と津波災害(特別)警戒区

域について 

2-1. 津波防災地域づくり推進計画について 

推進計画は、津波防災地域づくり法に基づき、市町村

が最大クラスの津波(L2)を想定して策定する計画である。

この計画では、地域の危険度・安全度を踏まえ、ハー

ド・ソフト施策を総合的に組み合わせた防災対策を実施

し、地域の防災性向上と持続可能な発展を両立させるこ

とを目指している。令和 6 年 7 月 31 日時点で、全国 23 市

町村が計画を策定している。 

本計画の特性として、従前の法制度が想定していた頻

度の高い津波(L1)に対し、より大規模な津波(L2)を対象と

している点や、防災と地域づくりを一体的に検討する視

点を持つ点が挙げられる。また国や都道府県、地域住民

など多様な主体が連携し、実効性の高い計画づくりを目

指している点で特徴的である。 

2-2. 津波災害(特別)警戒区域について 

津波災害警戒区域(イエローゾーン)は、津波浸水想定に

基づき都道府県が指定し、避難施設の整備や住民の避難

促進を目的としている。一方、津波災害特別警戒区域(オ

レンジゾーン)は、特に危険性が高い区域で、施設の建築

基準を強化し、床面高さを基準水位以上とするなどの安

全対策が求められる。これにより倒壊や浸水による被害

軽減を図る。令和 6 年 3 月 31 日時点で、津波災害警戒区

域は複数の市町村で指定されているが、津波災害特別警

戒区域は静岡県伊豆市のみとなっている。 

3. 研究の対象地と選定理由 

本研究では、全国の自治体が策定した津波防災地域づ

くり推進計画の目次を比較分析し、以下の 4 つの観点を総

合的に考慮した結果、伊豆市を対象地として選定した。 

①住民の合意形成、②制度の活用、③実行後の評価・改

善、④地域特性に応じた住民参画 

これらの要素を総合的に備えた伊豆市は、持続可能な

津波防災地域づくりにおいて先進的な取り組みを行って

いる自治体であると評価できる。 

4. 伊豆市”海と共に生きる”観光防災まちづくり推進計

画の実態 

伊豆市“海と共に生きる”観光防災まちづくり推進計

画は、第 1 版(2017 年 5 月)から第 3 版(2019 年 4 月)にかけ

て、理念の提示から具体的な行動計画、地域主体の取り

組みへと発展した。第 1 版は津波リスクへの理解と共存を

目指す基本理念を示したが、区域指定は検討段階に留ま

った。第 2 版(2017 年 12 月)では具体的な議論や施策が進

み、第 3 版で区域指定が決定された。また、第 2 版以降で

は、住民主体の取り組みが進み、「地域・津波対策がんば

る宣言」や地区防災計画を通じて地域防災力が向上した。

さらに、第 3 版では地域ブランドの形成や「防災先進地域」



 

 

としての情報発信が強化され、観光防災を活用した地域

価値の向上が図られた。 

表 1 23市町村の推進計画の目次比較 

表 2 第 1版、第 2版、第 3版の変更点抜粋表 

5. ヒアリング調査 

本研究では伊豆市役所へのヒアリング調査を通じて、

推進計画の策定と区域指定に関する背景と目的の 4 つの観

点を明らかにし、以下に整理する。 

5-1. 住民の合意形成のプロセス 

住民合意形成のため、市はワークショップや市民集会

を通じて意見を反映し、推進協議会で議論内容をフィー

ドバックする循環的プロセスを採用した。特別警戒区域

指定に伴う懸念には、説明会などで丁寧に応じ、透明性

を確保した。住民は安全性向上だけでなく、地域の持続

可能な発展を理由に計画を受け入れ信頼関係を構築した。 

5-2. 制度を活かしたまちづくり 

伊豆市は特別警戒区域指定を活用し、防災機能と観光

を融合した避難タワー「Terrasse Orange toi」を整備した。

国や県の補助金を活用し、住民や観光客の安全確保と地

域の魅力向上の実現を目指した。防災を軸に経済発展と

持続可能なまちづくりを両立させ、他地域へのモデルケ

ースとして注目される取り組みを展開した。 

5-3. 計画策定および区域指定後の影響 

伊豆市では津波災害特別警戒区域の指定が地域にネガ

ティブな影響を与えることはなく、むしろ防災と観光の

両立に貢献した。観光客への安全性を伝え、地域の防災

意識を高める取り組みが評価されている。一方、オレン

ジゾーンの認知度向上や観光業界とのさらなる連携強化

が今後の課題とされている。 

5-4. 住民参画と行政のアプローチ 

伊豆市は住民参画を重視し、防災施策に地域特性を反

映した取り組みを実現した。市民集会や協議会を通じて

防災と観光を両立させる新モデルが生まれたが、行政に

は住民との連携を支えるための負担がかかる課題もあっ

た。土肥地区では地域主体での防災対策が進められ、県

も地域の意見を尊重していることが明らかになった。 

6. 結論 

(1)計画の実態 

伊豆市では、津波防災地域づくり推進計画を策定する

際、住民参画型の合意形成プロセスが進められ、ワーク

ショップや市民集会を通じて住民の意見を反映した。計

画では、防災と観光を両立させる「観光防災まちづくり」

が進められ、地域資源を活用した施設整備が行われた。

計画策定後、防災意識が向上し、地域信頼性も強化した。

風評被害や地価下落の懸念はなく、住民との対話を重視

した住民参画アプローチが成果を上げた。 

(2)行政の役割 

伊豆市では、計画策定において行政が住民との対話を

重視し、合意形成を進めた。市民集会やワークショップ

を通じて住民の意見を反映し、観光と防災を両立させる

取り組みを計画に反映した。特に津波避難タワーの複合

施設としての設計や、国や県との調整による支援獲得が

地域活性化に貢献した。行政は防災意識の醸成にも注力

し、住民の理解を深めるための活動を繰り返し行うこと

で、住民との新関係構築することができた。 

地域特性を活かし、住民との対話を重視しながら国や

県と連携することが、推進計画策定や区域指定の成功の

要素となる。他地域の事例を参考にしつつ、各自治体が

独自の取り組みを進めることが重要である。また、伊豆

市の取り組みは小規模地域に特化した防災と地域活性化

を両立した成功例であり、地域特性を最大限に活用し、

住民との密接な連携を通じて成果を上げた点は、類似す

る自治体にとって非常に参考となるだろう。 
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